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先行指数

一致指数

月 H23.2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 H24.1 2

先行指数 85.7 71.4 35.7 14.3 42.9 57.1 42.9 57.1 42.9 71.4 28.6 57.1 71.4

一致指数 100.0 42.9 28.6 35.7 78.6 100.0 28.6 42.9 85.7 71.4 85.7 42.9 57.1

遅行指数 33.3 16.7 66.7 83.3 83.3 50.0 33.3 100.0 41.7 33.3 0.0 33.3 50.0

ＫＤＩ（神奈川県景気動向指数） 

平成２４年２月分（速報） 

景気の現状を示す一致指数は、「県生産指数」及び「横浜港等輸出入通関実績」がプラスに転

じ、「県大口電力使用量」及び「県有効求人倍率」が引き続きプラスであったことから、57.1％となり、

２か月ぶりに50％を上回りました。 

景気の先行きを示す先行指数は、71.4％となり、２か月連続で50％を上回りました。 

景気に遅れて動きを示す遅行指数は、４か月連続で50％を下回った後、50.0％となりました。 

 ★景気動向指数 
景気動向指数（ディフュージョン インデックス ＤＩ）は、生産、雇用など様々な経済分野の時系列データのうち、

重要かつ景気に敏感な動きを示す複数の指標を統合した「総合的な景気指標」です。 
ＤＩは、使用する時系列データの変化方向（３か月前との比較）を合成した指数であり、景気の現状把握に役立てる

ことができます。 
現在、全国の指数は内閣府が毎月公表しているほか、他の自治体や研究機関でも各地域の指数について毎月又は  

四半期ごとに公表しています。 

[平成２４年４月発行]   

問い合わせ先 

神奈川県統計センター 

企画分析課長 伊藤    電話045-210-3209（直通） 

企画分析課  更田、武田  電話045-210-1111（内線）3211 

＜先行指数と一致指数の動き＞   

＜過去１年間の指数の動き＞ (単位 ％) 

山(H19.11暫定) 谷(H14.2) 谷(H21.4暫定) 

 記 者 発 表 資 料 

 平成２４年４月２７日 

（県政・横浜経済記者クラブ同時発表） 
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１  ＫＤＩは、景気が拡張傾向あるいは後退傾向のいずれにあるか（方向）を判断する指標であり、景気変化の強

さや水準を表すものではありません。このため、現実の経済活動の中で感じ取られる「実感」とは異なることが

あります。例えば、一致指数が50％を超え続け、方向としては拡張傾向にある場合でも、景気変化が緩慢で景

気水準も低い場合は、実感として回復（拡張）感を感じられないこともあります。 

２  採用している基礎統計が確報値を公表するなどした場合、過去にさかのぼって改訂します。  

３  平成24年1月から2月の「首都高速道路神奈川線通行台数（大型車）」は、神奈川県が独自に全線の大型車

の通行台数をもとに加工した値です。 

４  「県所定外労働時間指数」、「横浜港等輸出入通関実績」及び「県常用雇用指数」が修正されたため、先行指

数、一致指数、遅行指数とも過去にさかのぼって改訂しました。 

［ 備 考 ］ 

 

１．平成24年２月分ＫＤＩ（神奈川県景気動向指数）の各指数 

先行指数は71.4％となり、２か月連続で50％を上回りました。 

一致指数は57.1％となり、２か月ぶりに50％を上回りました。 

遅行指数は４か月連続で50％を下回った後、50.0％となりました。 

 

 

 

 

 

 

２．各系列の２月の変化方向（３か月前の「平成23年11月」に対する変化方向） 

（先行系列） 

「県新設住宅着工床面積」がマイナスに転じ、「日経商品指数」が引き続きマイナスであったも

のの、「県新規求人数」及び「県所定外労働時間指数」がプラスに転じ、「県最終需要財在庫率

指 数 （ 逆サイクル
注

） 」 、 「 県 乗 用 車 新 車 新 規 登 録 ・ 届 出 台 数 」 及 び 「 県 企 業 倒 産 件 数 

（逆サイクル
注

）」が引き続きプラスでした。 

（一致系列） 

「県雇用保険初回受給者数（逆サイクル
注

）」がマイナスに転じ、「首都高速道路神奈川線通行

台数」及び「県投資財出荷指数」が引き続きマイナスであったものの、「県生産指数」及び「横浜

港等輸出入通関実績」がプラスに転じ、「県大口電力使用量」及び「県有効求人倍率」が引き続

きプラスでした。 

（遅行系列） 

「県在庫指数」、「県普通営業倉庫保管残高」及び「県内銀行貸出約定平均金利」が引き続き

マイナスであったものの、「県常用雇用指数」がプラスに転じ、「県消費者物価指数」及び「家計

消費支出」が引き続きプラスでした。 

 
注：景気が良ければ減少し、悪ければ増加する性質のある逆サイクルの指標は増加をマイナス、減少をプラスとします。 

各系列の指標の数値を３か月前と比較し、改善していれば「プラス」とし、悪化していれば

「マイナス」とし、採用指標数に占める拡張（プラス）指標数の割合がＤＩです。（図表１） 

ＤＩは、景気が変動する方向を示し、一般的には、景気の拡張期には一致指数が50％を上

回る期間が多くなり、50％を下回る期間が連続すると後退期の可能性があります。 
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図表１ 神奈川県景気動向指数変化方向表 

2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

1 県最終需要財在庫率指数（逆サイクル） ＋ ＋ ＋ － － － － － － ＋ ＋ ＋ ＋

2 県新規求人数（除く学卒） ＋ ＋ ＋ － ＋ － ＋ ＋ ＋ ＋ － － ＋

3 県所定外労働時間指数（製造業） － － － － ＋ ＋ ＋ ＋ － － － － ＋

4 県新設住宅着工床面積 ＋ ＋ － ＋ － ＋ － － － ＋ － ＋ －

5 県乗用車新車新規登録・届出台数（普・小・軽） ＋ － － － ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋

6 県企業倒産件数(逆サイクル） ＋ ＋ ０ － － － － ＋ ＋ ＋ － ＋ ＋

7 日経商品指数（１７種）・前年同月比 ＋ ＋ － － － ＋ － － － － － － －

拡張指標数 ６ ５ ２.５ １ ３ ４ ３ ４ ３ ５ ２ ４ ５

採用指標数 ７ ７ ７ ７ ７ ７ ７ ７ ７ ７ ７ ７ ７

先行指数（Ｄ.Ｉ.）      （％） 85.7 71.4 35.7 14.3 42.9 57.1 42.9 57.1 42.9 71.4 28.6 57.1r 71.4
1 県生産指数（製造工業） ＋ － － ＋ ＋ ＋ － － ＋ － ＋ － ＋

2 県大口電力使用量 ＋ － － － ＋ ＋ － ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋

3 首都高速道路神奈川線通行台数（大型車） ＋ － － ＋ ＋ ＋ － － ＋ ＋ ＋ － －

4 県投資財出荷指数 ＋ － － － ＋ ＋ － － ＋ ＋ ＋ － －

5 県有効求人倍率（除く学卒） ＋ ＋ ＋ ０ ０ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋

6 県雇用保険初回受給者数（逆サイクル） ＋ ＋ ＋ － － ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ －

7 横浜港等輸出入通関実績 ＋ ＋ － － ＋ ＋ － － － － － － ＋

拡張指標数 ７ ３ ２ ２.５ ５.５ ７ ２ ３ ６ ５ ６ ３ ４

採用指標数 ７ ７ ７ ７ ７ ７ ７ ７ ７ ７ ７ ７ ７

一致指数（Ｄ.Ｉ.）      （％） 100.0 42.9r 28.6 35.7 78.6 100.0 28.6 42.9 85.7 71.4 85.7 42.9 57.1
1 県在庫指数(製造工業) ＋ － － ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ － － －

2 県普通営業倉庫保管残高 ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ － － ＋ ＋ ＋ － － －

3 県常用雇用指数（全産業）・前年同月比 － － ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ － － － － ＋

4 県消費者物価指数（持家の帰属家賃除く総合) － － － － － － － ＋ － － － ＋ ＋

5 県内銀行貸出約定平均金利・前年同月比 － － ＋ ＋ ＋ － － ＋ ０ － － － －

6 家計消費支出（勤労者・関東大都市圏） － － ＋ ＋ ＋ ＋ － ＋ － － － ＋ ＋

拡張指標数 ２ １ ４ ５ ５ ３ ２ ６ ２.５ ２ ０ ２ ３

採用指標数 ６ ６ ６ ６ ６ ６ ６ ６ ６ ６ ６ ６ ６

遅行指数（Ｄ.Ｉ.）      （％） 33.3 16.7 66.7 83.3 83.3 50.0 33.3 100.0 41.7 33.3 0.0 33.3 50.0

平成23年 平成24年

一
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系

　
　
列
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系

列

系 列 名

先

　
　
行
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列

（参考：経済関係レポート等抜粋） 

月例経済報告（内閣府・平成２４年４月１２日公表） 

景気は、東日本大震災の影響により依然として厳しい状況にあるなかで、緩やかに持ち直している。 

先行きについては、各種の政策効果などを背景に、景気の持ち直し傾向が確かなものとなることが期待される。ただし、欧州

政府債務危機や原油高の影響、これらを背景とした海外景気の下振れ等によって、我が国の景気が下押しされるリスクが存在

する。また、電力供給の制約や原子力災害の影響、さらには、デフレの影響、雇用情勢の悪化懸念が依然残っていることにも

注意が必要である。 

金融経済月報（日本銀行・平成２４年４月１１日公表） 

わが国の経済をみると、なお横ばい圏内にあるが、持ち直しに向かう動きがみられている。 

先行きのわが国経済は、新興国・資源国に牽引されるかたちで海外経済の成長率が再び高まり、また、震災復興関連の需要

が徐々に強まっていくにつれて、緩やかな回復経路に復していくと考えられる。 

輸出は、海外経済の成長率が高まることなどから、次第に横ばい圏内の動きを脱し、緩やかに増加していくと考えられる。国

内需要については、復興関連需要などを背景に、引き続き、公共投資は増加し、住宅投資も持ち直し傾向をたどると考えられ

る。設備投資は、企業収益が次第に改善するもとで、被災した設備の修復・建替えもあって、緩やかな増加基調を続けると予想

される。個人消費も、雇用環境が徐々に改善に向かうもとで、底堅く推移するとみられる。こうした内外需要を反映し、生産は緩

やかに増加していくと考えられる。 

 

景気動向指数（内閣府経済社会総合研究所・平成２４年４月６日公表） 

景気動向指数（ＣＩ一致指数）は、改善を示している。 

 

※修正した指数には「r」をつけています。 
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図表２ 神奈川県景気動向指数グラフ  
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西暦 和暦 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

2002 H14 50.0 85.7 57.1 57.1 100.0 100.0 71.4 57.1 57.1 57.1 71.4 57.1

2003 H15 71.4 50.0 100.0 57.1 57.1 42.9 71.4 50.0 85.7 85.7 85.7 85.7

2004 H16 57.1 71.4 71.4 42.9 28.6 42.9 50.0 57.1 71.4 57.1 57.1 28.6

2005 H17 42.9 14.3 42.9 42.9 57.1 42.9 50.0 71.4 42.9 57.1 57.1 57.1

2006 H18 85.7 71.4 42.9 57.1 71.4 78.6 71.4 0.0 14.3 14.3 42.9 28.6

2007 H19 28.6 42.9 28.6 57.1 0.0 71.4 28.6 14.3 0.0 57.1 57.1 57.1

2008 H20 42.9 42.9 57.1 28.6 42.9 14.3 42.9 14.3 14.3 0.0 14.3 42.9

2009 H21 28.6 0.0 0.0 28.6 28.6 57.1 71.4 71.4 71.4 57.1 100.0 85.7

2010 H22 100.0 57.1 71.4 85.7 100.0 42.9 42.9 71.4 71.4 35.7 28.6 42.9

2011 H23 71.4 85.7 71.4 35.7 14.3 42.9 57.1 42.9 57.1 42.9 71.4 28.6

2012 H24 57.1 71.4

西暦 和暦 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

2002 H14 0.0 14.3 50.0 71.4 71.4 42.9 85.7 42.9 71.4 71.4 71.4 85.7

2003 H15 85.7 50.0 42.9 57.1 85.7 42.9 42.9 42.9 57.1 85.7 85.7 71.4

2004 H16 100.0 71.4 57.1 64.3 42.9 85.7 78.6 71.4 57.1 42.9 57.1 28.6

2005 H17 78.6 71.4 85.7 85.7 71.4 57.1 42.9 71.4 42.9 85.7 42.9 57.1

2006 H18 85.7 85.7 71.4 50.0 57.1 42.9 42.9 42.9 57.1 42.9 71.4 57.1

2007 H19 42.9 42.9 21.4 71.4 71.4 85.7 57.1 42.9 14.3 57.1 42.9 71.4

2008 H20 71.4 28.6 42.9 57.1 71.4 42.9 57.1 28.6 71.4 0.0 14.3 0.0

2009 H21 0.0 0.0 0.0 0.0 57.1 71.4 85.7 85.7 71.4 85.7 85.7 92.9

2010 H22 100.0 100.0 100.0 71.4 85.7 64.3 50.0 42.9 85.7 42.9 57.1 50.0

2011 H23 85.7 100.0 42.9 28.6 35.7 78.6 100.0 28.6 42.9 85.7 71.4 85.7

2012 H24 42.9 57.1

西暦 和暦 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

2002 H14 8.3 16.7 16.7 16.7 33.3 50.0 58.3 33.3 41.7 41.7 83.3 66.7

2003 H15 66.7 16.7 33.3 50.0 66.7 91.7 41.7 50.0 33.3 33.3 16.7 33.3

2004 H16 66.7 66.7 66.7 75.0 33.3 50.0 50.0 50.0 58.3 16.7 50.0 58.3

2005 H17 50.0 16.7 50.0 66.7 83.3 66.7 100.0 58.3 33.3 50.0 66.7 66.7

2006 H18 66.7 66.7 33.3 58.3 16.7 50.0 25.0 75.0 83.3 100.0 75.0 33.3

2007 H19 33.3 58.3 75.0 58.3 66.7 25.0 33.3 16.7 66.7 66.7 33.3 50.0

2008 H20 33.3 50.0 33.3 50.0 66.7 66.7 83.3 66.7 50.0 25.0 50.0 33.3

2009 H21 33.3 0.0 16.7 0.0 16.7 0.0 0.0 16.7 0.0 0.0 16.7 33.3

2010 H22 83.3 58.3 75.0 16.7 0.0 33.3 66.7 83.3 25.0 50.0 50.0 33.3

2011 H23 33.3 33.3 16.7 66.7 83.3 83.3 50.0 33.3 100.0 41.7 33.3 0.0

2012 H24 33.3 50.0

図表３ 神奈川県景気動向指数指数表 

(単位 ％) 
（先行指数） 

（一致指数） 

（遅行指数） 

(単位 ％) 

(単位 ％) 
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図表４－１  累積指数グラフ・長期（先行・一致・遅行） 

  (注1) 累積指数グラフは、景気の局面や山・谷を視覚的にとらえることができます。ただし、グラフ上の山

の大きさや高さは景気の強弱や水準とは無関係です。なお、累積指数は各月のＤＩ指数を次式によ

り累積したものです。 

 累積ＤＩ＝前月までの累積ＤＩ＋（当月のＤＩ－５０） 

 (注2） グラフ中の網かけ部分は、景気後退期を示しています。  

 (注3) グラフを見やすくするため、先行指数は２５００、一致指数は１０００を加算しています。  

 (注4) グラフ中の山・谷は神奈川県のものです。 
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図表４－２  累積指数グラフ・短期（一致） 
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図表６ ＫＤＩ（神奈川県景気動向指数）個別指標の概要  

※1 神奈川県景気動向指数を作成する際に、独自に季節調整を行っています。 

※2 平成24年1月から2月の「首都高速道路神奈川線通行台数（大型車）」は、神奈川県が独自に全線の大型車の通行台数をもとに

加工した値です。  

季節調整法等 作 成 機 関 資 料 出 所

1
県最終需要財在庫率指数（逆サイ
クル）

X-12-ARIMAの中
のX-11ﾃﾞﾌｫﾙﾄ

県統計センター 工業生産指数月報

2 県新規求人数（除く学卒） X-12-ARIMA 神奈川労働局職業安定部 神奈川労働市場月報

3 県所定外労働時間指数（製造業） X-12-ARIMA※ 県統計センター 毎月勤労統計地方調査月報

4 県新設住宅着工床面積 X-12-ARIMA※ 国土交通省(建設統計室) 住宅着工統計

5
県乗用車新車新規登録・届出台
数（普通・小型・軽）

X-12-ARIMA※
神奈川県自動車販売店協会
(社)全国軽自動車協会連合会

新車登録台数速報
軽自動車新車販売速報

6 県企業倒産件数(逆サイクル） 実数 ㈱東京商工リサーチ 全国企業倒産状況

7
日経商品指数（１７種）・前年同月
比

前年同月比 ㈱日本経済新聞社 日本経済新聞

1 県生産指数（製造工業） X-12-ARIMA 県統計センター 工業生産指数月報

2 県大口電力使用量 X-12-ARIMA※ 東京電力㈱神奈川支店 作成機関資料

3
首都高速道路神奈川線通行台数
（大型車）

X-12-ARIMA※ 首都高速道路㈱ 作成機関資料

4 県投資財出荷指数 X-12-ARIMA 県統計センター 工業生産指数月報

5 県有効求人倍率（除く学卒） X-12-ARIMA 神奈川労働局職業安定部 神奈川労働市場月報

6
県雇用保険初回受給者数（逆サイ
クル）

X-12-ARIMA※ 神奈川労働局職業安定部 神奈川労働市場月報

7 横浜港等輸出入通関実績 X-12-ARIMA※ 横浜税関 横浜税関管内貿易速報

1 県在庫指数(製造工業)
X-12-ARIMAの中

のX-11ﾃﾞﾌｫﾙﾄ
県統計センター 工業生産指数月報

2 県普通営業倉庫保管残高 X-12-ARIMA※ 神奈川倉庫協会 作成機関資料

3
県常用雇用指数（全産業）・前年
同月比

前年同月比 県統計センター 毎月勤労統計地方調査月報

4
県消費者物価指数（持家の帰属
家賃除く総合)

X-12-ARIMA※ 県統計センター 消費者物価指数月報

5
県内銀行貸出約定平均金利・前
年同月比

前年同月比 日本銀行横浜支店 県内金融経済概況

6
家計消費支出
（勤労者・関東大都市圏）

X-12-ARIMA※ 総務省統計局
家計調査報告
（二人以上の世帯）

先

行

系

列

一

致

系

列

遅

行

系

列

指 標 名

谷 山 谷 拡張期間 後退期間 全循環

昭和55年 6月 昭和58年 2月 32か月

昭和58年 2月 昭和60年 6月 昭和61年12月 28か月 18か月 46か月

昭和61年12月 平成 3年 3月 平成 6年 2月 51か月 35か月 86か月

平成 6年 2月 平成 9年 6月 平成11年 7月 40か月 25か月 65か月

平成11年 7月 平成12年12月 平成14年 2月 17か月 14か月 31か月

平成14年 2月 平成19年11月(暫定) 平成21年4月(暫定) 69か月 17か月 86か月

図表５ 神奈川県景気基準日付 

景気基準日付とは主要経済活動の中心的な転換点で、景気の転換点です。景気基準日付は景気循環の局面判断や

各循環における経済活動の比較などに利用されます。 

景気が拡張から後退に転ずる転換点が景気の山で、景気が後退から拡張へ転ずる転換点が景気の谷です。 

※2 

※1 

※1 

※1 

※1 

※1 

※1 

※1 

※1 

※1 

※1 
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指標名 県最終需要財在
庫率指数（逆サ
イクル）

県新規求人数
（除く学卒）

県所定外労働時
間指数（製造業）

県新設住宅着工
床面積

県乗用車新車新
規登録・届出台
数(普・小・軽)

県企業倒産件数
(逆サイクル）

日経商品指数
（１７種）・前年同
月比

季節調整値 季節調整値 季節調整値※1 季節調整値※1 季節調整値※1

 年 月 H17=100 人 H22=100 ㎡ 台 件 ％

H23.  2 78.3 25,430 99.6 522,886 17,541 39 123.2

  3 75.4 24,443 86.0 556,829 12,581 52 117.2

  4 78.5 25,278 79.4 398,346 11,263 54 112.4

  5 87.7 24,950 91.5 696,417 14,636 49 113.9

  6 79.3 25,515 93.0 547,214 16,222 54 114.6

  7 92.4 25,117 96.0 501,116 16,436 69 115.2

  8 101.7 24,963 94.4 545,065 17,370 66 111.0

  9 102.5 25,736 100.9 490,029 17,817 52 100.9

  10 104.9 25,964 94.7 410,074 19,276 64 100.2

  11 100.1 25,295 92.7 628,703 19,518 60 96.6

  12 91.4 25,100 96.0 455,184 20,202 55 90.9

H24.  1 83.8 25,758 93.4 410,750 21,514 44 91.7

  2 90.2 25,465 94.6 507,864 21,264 49 90.7

指標名 県生産指数（製
造工業）

県大口電力使用
量

首都高速道路神
奈川線通行台数
（大型車）※2

県投資財出荷指
数

県有効求人倍率
（除く学卒）

県雇用保険初回
受給者数（逆ｻｲ
ｸﾙ）

横浜港等輸出入
通関実績

季節調整値 季節調整値※1 季節調整値※1 季節調整値 季節調整値 季節調整値※１ 季節調整値※１

 年 月 H17=100 MWH 台 H17=100 倍 人 百万円

H23.  2 82.0 1,277,856 32,703 88.4 0.46 8,363 1,311,761

 3 63.6 1,113,006 28,810 68.5 0.47 8,020 1,180,951

 4 74.1 1,167,849 32,406 70.2 0.47 8,411 1,204,068

 5 82.4 1,217,747 33,797 81.1 0.46 8,641 1,287,956

 6 85.0 1,197,775 34,088 96.8 0.47 8,373 1,290,343

 7 79.6 1,179,190 33,829 89.8 0.48 8,252 1,284,230

 8 76.6 1,169,904 33,704 75.5 0.49 8,442 1,256,289

 9 74.5 1,217,997 33,758 78.7 0.49 8,165 1,246,274

 10 79.7 1,224,974 34,574 91.3 0.50 8,088 1,264,625

 11 76.0 1,230,738 34,624 90.8 0.51 8,070 1,244,628

 12 78.5 1,251,492 34,743 92.0 0.51 7,895 1,233,010

H24.  1 72.9 1,264,288 33,646 84.0 0.52 7,268 1,230,702

 2 77.2 1,249,757 32,544 89.3 0.52 8,124 1,282,762

指標名 県在庫指数(製
造工業)

県普通営業倉庫
保管残高

県常用雇用指数
（全産業）・前年
同月比

県消費者物価指
数（持家の帰属
家賃除く総合)

県内銀行貸出約
定平均金利・前
年同月比

家計消費支出
（勤労者・関東大
都市圏）

 

季節調整値 季節調整値※１ 季節調整値※１ 季節調整値※1

 年 月 H17=100 トン ％ H22=100 ％ 円

H23.  2 82.9 1,824,664 98.9 99.5 93.8 319,404

3 77.8 1,805,825 98.6 99.3 93.8 308,263

4 80.8 1,918,444 98.6 99.4 94.5 322,841

5 85.7 1,938,409 99.4 99.4 94.3 320,001

6 87.2 1,894,146 99.4 98.8 93.9 316,689

7 86.3 1,825,522 99.5 99.3 94.1 324,519

8 89.7 1,914,683 99.7 99.2 93.9 316,555

9 91.3 1,933,488 99.6 99.1 94.3 337,728

10 90.4 1,998,033 99.0 99.1 94.1 322,188

11 90.6 1,946,287 98.8 99.0 93.8 313,684

12 87.9 1,854,757 98.8 99.0 93.5 317,562

H24.  1 89.9 1,895,228 98.3 99.4 93.4 324,242

2 88.3 1,837,163 99.3 99.5 93.5 338,557

図表７ 個別指標の数値 

（先行系列） 

（一致系列） 

（遅行系列） 

※1 神奈川県景気動向指数を作成する際に、独自に季節調整を行っています。 

※2 平成24年1月から2月の「首都高速道路神奈川線通行台数（大型車）」は、神奈川県が独自に全線の大型車の通行台数をも

とに加工した値です。 



8 

 

60
65
70
75
80
85
90
95

100
105

H21 H22 H23 H24

＜参考＞神奈川ＣＩ 

２．神奈川ＣＩの推移 

１．平成24年２月分神奈川ＣＩの概要 

２月の神奈川ＣＩ（H17=100）は、84.8となり、前月と比較して0.3ポイント上昇し、

２か月ぶりの上昇となった。３か月後方移動平均は0.20ポイント上昇し、２か月ぶりの

上昇、７か月後方移動平均は0.40ポイント上昇し、５か月連続の上昇となった。 

平成23年 平成24年

9月 10月 11月 12月 1月 2月

神奈川ＣＩ 81.5 84.5 84.2 85.3 84.5 84.8

前月差（ポイント） 1.0 3.0 -0.3 1.1 -0.8 0.3

1 県生産指数(製造工業) 前月比伸び率（％） -2.7 7.0 -4.6 3.3 -7.1 5.9

寄与度 -0.34 0.85 -0.58 0.42 -0.61 0.74

2  県大口電力使用量 前月比伸び率（％） 4.1 0.6 0.5 1.7 1.0 -1.1

寄与度 0.79 0.13 0.11 0.35 0.21 -0.22

3 首都高速道路神奈川線 前月比伸び率（％） 0.2 2.4 0.1 0.3 -3.2 -3.3

通行台数（大型車） 寄与度 0.03 0.37 0.03 0.06 -0.51 -0.52

4  県投資財出荷指数 前月比伸び率（％） 4.2 16.0 -0.5 1.3 -8.7 6.3

寄与度 0.29 1.08 -0.05 0.09 -0.72 0.47

5  県有効求人倍率（除学卒） 前月差 0.00 0.01 0.01 0.00 0.01 0.00

寄与度 0.18 0.36 0.36 0.15 0.34 0.14

6 県雇用保険初回受給者数 前月比伸び率（％） -3.3 -0.9 -0.2 -2.2 -7.9 11.8

（逆サイクル） 寄与度 0.17 0.04 -0.01 0.12 0.49 -0.71

7  横浜港等輸出入通関実績 前月比伸び率（％） -0.8 1.5 -1.6 -0.9 -0.2 4.2

寄与度 -0.08 0.15 -0.16 -0.10 -0.02 0.43

3か月後方移動平均 81.3 82.2 83.4 84.7 84.7 84.9

前月差（ポイント） -0.60 0.84 1.23 1.27 0.00 0.20

7か月後方移動平均 80.2 81.5 82.5 83.0 83.2 83.6

前月差（ポイント） -0.63 1.38 0.97 0.53 0.17 0.40

西暦 和暦 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

2009 H21 74.9 69.3 68.9 67.5 67.9 68.7 69.8 71.3 72.6 74.3 74.7 76.3

2010 H22 78.0 78.3 79.5 80.8 80.8 81.1 81.4 82.4 83.1 81.3 82.3 83.0

2011 H23 84.3 85.9 74.8 77.4 81.6 83.3 82.0 80.5 81.5 84.5 84.2 85.3

2012 H24 84.5 84.8

４．神奈川ＣＩ時系列表 平成17年=100 

注：神奈川ＣＩの前月からの変化（前月差）が、各採用系列からどの程度もたらされたのかを示した数値。 

神奈川ＣＩは、指数の変化の大きさから、景気の拡張又は後退の大きさを読み取ります。 

ＣＩは不規則な動きも含まれていることから、足下の基調の変化をつかみやすい３か月後方移動平均

と、足下の基調の変化が定着しつつあることを確認する７か月後方移動平均をあわせて掲載しています。 

注 

３．神奈川ＣＩ採用系列の寄与度 

※神奈川ＣＩの構成指標は、ＫＤＩ一致系列と共通の指標としています。 

平成17年=100 

(年) 

神奈川CI

同・３か月後方移動平均

同・７か月後方移動平均

84.8 
(平成24年２月) 



利 用 の 手 引 き 

○ 景気動向指数（ＤＩ）の概要  

ＤＩ（ディフュージョン インデックス）には先行、一致、遅行の３本の指数があります。先行

指数は景気の先行きを示し、一致指数は景気にほぼ一致して動いて現状を示し、遅行指数は景気に

遅れて動きを示します。一般的に先行指数は、一致指数に数か月程度先行することから「景気の動

きを予知」し、遅行指数は一致指数に半年から一年遅れることから「景気の転換点や局面の確認」

に利用することができます。 

○ 景気動向指数（ＤＩ）の作成方法 

ＤＩは、①景気と対応性のある経済統計データを選定し、②的確に季節的変動を除去した上

で、③３か月前の値と比べることにより作成します。 

・ＤＩの計算 

各個別指標の数値を３か月前と比較して、増加したときは＋を、減少したときは－を、変化

のなかったときは０（もちあい）をつけます。(景気が良ければ減少し、悪ければ増加する性質

のある逆サイクルの系列は増加を－、減少を＋とします。) 

その上で、先行、一致、遅行の各系列ごとに、採用指標数に占める拡張指標数(＋の数)の割合

(％)を求めます。 

 

・季節調整 

統計調査等によって集計された値には、毎年繰り返される規則的な増減（季節変動）が含まれ

ることが多く、景気変動を把握するため、公表される統計の値から季節変動を除去することを

季節調整といい、その方法として、米センサス局法X-12-ARIMAや前年同月比を用いています。 

○ 指数の見方 

・景気の局面 

ＤＩでは景気の二局面「拡張」「後退」をみることがで

きます。一般的に一致指数が３か月連続で50％超であれば

「拡張」、逆に３か月連続で50％を下回れば「後退」と考

えられます。実際には個別指標の不規則な変動が合成され

て大きなぶれが生じることもあります。 

・景気の山・谷 

景気の山は、一致指数で50％超が続く時期（拡張局面）

から、50％未満が続く時期への転換点、50％超から50％未

満へ向かう時期の近辺にあり、景気の谷は逆に50％未満か

ら50％超へと向かう時期の近辺にあるものと一般的には考

えられます。 

景気循環 

 

拡張局面 

 
後退局面 

 

時間 

 

景気循環図 

 

時間 

 
指数が50%

を超える 
指数が50%

を下回る 

ＤＩ 
指数の値 

 

0% 

 

50% 

 

100% 

 

景気の谷 

 

景気の山 

 

景気の谷 

 

ＤＩと景気動向との関係（概念図） 

ＤＩ＝拡張指標数／採用指標数×100（％） 

(０（もちあい）は0.5としてカウントします。) 

○ 参考指標「神奈川ＣＩ」について  

神奈川ＣＩ（コンポジット インデックス）は、構成指標の動き（変化量）を合成した指数で、

過去と比較した相対的な景気変動の大きさを示します。景気の方向感を示すＫＤＩと併せて利用す

ることにより、神奈川県の景気の現状把握に資することを目的とし、ＫＤＩを補完する参考指標と

して、平成23年１月より公表を開始しました。 

・神奈川ＣＩの作成方法 

神奈川ＣＩの作成方法は、内閣府のＣＩ作成方法に準じています。また、構成指標はＫＤＩ一

致指数と共通の指標としています。神奈川ＣＩの作成方法を簡潔に述べると、ＫＤＩ一致指数の

個別指標における前月比変化率を、過去の平均的な変動と比較することによって基準化し、それ

らの平均を求めて合成し、指数化します。 

・神奈川ＣＩの見方 

神奈川ＣＩの変化の大きさから、景気の拡張又は後退の大きさを読み取ります。ＣＩには不規

則な動きも含まれていることから、ある程度の期間の月々の動きをならしてみることが望まし

く、統計表には、足下の基調の変化をつかみやすい３か月後方移動平均と、足下の基調の変化が

定着しつつあることを確認する７か月後方移動平均をあわせて掲載しています。 

・ＤＩとの違い 

ＤＩが同じ数値で計測されたとしても、各採用系列が大幅に拡張していればＣＩも大幅に上昇

し、各採用系列が小幅に拡張しているならばＣＩも小幅に上昇するため、ＣＩはＤＩでは計測で

きない景気変動の大きさを計測することができます。 

次回の公表：ＫＤＩ平成24年3月分の公表は平成24年5月31日（木）14時の予定です。 


